












































































































































































































































































































































































































































































る。純生産物もz =-z(t,e)と表せ, q = q{t,s)であり，国王の収益を最
大にするように臣下への報酬(治安費用)を決定できるとすれば，その最
適費用５＊が決められる。留保率は治安費用の増加関数であり，その効果
は逓減していくとすれば，最適費用ｓ＊は所与の税率のもとで，生産の変
動分いこ対し増加関数となる8)。つまり，何らかの気候変動があって生産
が減少し長期化すれば，対応して収益の保全という財政国家の原理が働く
場合には，治安費用を削減するという効果がうまれるのである。
　ひとつ注意しなければならないことは，治安の事情自体は費用をかけれ
ば一対一に対応して治安がよくなるというわけではないことである。治安
がよい状況は，違法行為件数が少ないことを意味し，摘発のための資源を
少なくて済む。他が変わらないとすれば，治安がよいほど違法行為への摘
発確率は高くなるといってよい。逆に治安が悪くなるほど摘発確率は低下
し，違法行為への動機づけが高まることになる。したがって，何らかの事
情で生産の減少が継続すると，税率が変わらなくても生産者の生活水準が
低下してしまい，留保率も低下する。これは収益削減となって，その保全
のために治安費用の削減を引き起こすであろう。生活水準の低下と治安費
用の削減は，即時的でなくとも，それが継続すれば，ある時間的な経過を
ともなって治安の悪化をもたらすと考えられる。治安悪化への導く諸要因
が継続して働くと，実際の治安がある時点で急変して悪化するという，履
歴効果に相当した効果が働くのである。結果，同一コストであっても，時
間的経過を経て治安が悪化し，生産の留保率もさらに悪化して，国家の税
収も減少することになる9)。
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　6.帝国の盛衰
　これまで議論されてきた成果を総合して，本稿の主題である帝国の形成
　興隆と衰退・滅亡の過程について説明を試みることにする。
　各地域の歴史から推量するに，広域国家（帝国）が形成されるにあたっ
ては，当然ながら，その出発点は核となる国家（都市国家，部族，首長制組
織，豪族・地方領主）が競合する諸国家を支配力や影響力を行使して統合化
し，その領土を拡大するところから始まる。領土拡大の過程は競争相手の
吸収，滅亡あるいは支配という行動によって進められ，広域の支配体制を
確立することをもって停止する。支配の核となる中心地が設立され，同心
円状に広がる経済，軍事，イデオロギー上のヒエラルキーが意図的に作ら
れることにより，権力の基盤が強化され，広域国家（帝国）の支配体制が
定着する。
　本稿第３節において，中央集権型システムから分権型システムヘの移行
に関わる統治費用上の制約条件をみてきた。これを逆に読み込むことによ
り，分権型から中央集権型への移行には，支配者（国王）と臣下（地方有力
者，豪族，地方領主）との間に相反する利害関係が一連して存在し，（暗黙
であっても）双方の合意が成立しにくいことが理解できる。中央集権化へ
の過程はその意味でも一方の利害から強制的に進行せざるをえない性質の
ものである。もちろん，統合過程には他に強力な国家が脅威として存在し
て，その対抗上，小国家群が統合化にむしろ積極的になるということはあ
りうる。いわゆる第二次的国家の形成であり，国家間の競合関係は領土拡
大を伴った過程では，有力な国家が統合過程を通じて優勢に立ち始めると，
それに対抗して同程度の領域・国力を実現するために連携・融合が促進し
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て広域国家が形成されることがある1o）。
　この結果，相互に拮抗する形で同程度の領土と国力を有する国家群が並
立する時期がある期間持続するわけであり，古代大帝国（アッカド，エジプ
ト，マウリア，秦漢，ローマなど）が成立する以前の形成期においては共通
して国家群が互いに競争（抗争）し合う時期が観察されるｍ。領土がどの
ような規模になるかについては，すでに第４節で言及していた。国王の収
益を領土の規模の関数として表した（15）式が領土の規模の範囲を説明し
ていた。領域の決定は単純な収益最大原理で説明されるものではないが，
領土拡大へのコスト（主として軍事費用）との関係で持続的に維持可能な最
大領土がそこから推測できた。（15）式の収入にあたるφ（○は，国王，臣
下そして生産者の間で決定されることになる単位領土における監視費用の
大きさと領土の規模に対して作用してくる規模・範囲の経済ないし不経済
を具現化する部分にれをg（○で表していた）との複合作用によって決定
されていたのである。
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　領土の拡大は収益逓減の現象を生み出すと仮定していたが，他方で監視
費用上の効率化ならびに革新（交通・情報インフラや官僚制の整備など）を引
き起こし，さらに領域内の（治安の改善も含めて）経済的統合の効果も現れ
て，収益基盤を拡大するという収穫逓増現象を生み出す。各地域の国家の
盛衰をみていくと，まず首長制国家の小規模な領域が統合されて国家の統
治機構の原型が形成され，そのプロトタイプとなる領域がその後の歴史の
なかで繰り返される統合と分裂の基本単位となることが多い。その基本単
位となる規模は図６に表しているように，収入曲線φ,(≪)と統治費用との
関係で決定されると考えられる。収益最大化で考えれば規模はz71である。
それを超えて国家間の統合によって統治費用と監視費用の節約が実現する
ことが可能であれば，より広域の規模をもつ国家体制（帝国）が形成され
うる。その収入曲線φ2（○は基本収入曲線φI（○を包含する形で，図のよ
うに逓減から逓増への転じる形状をとるものと想定される。もし領土拡張
が最大限に進めば（っまりz72になれば），そこで領土の規模が確定し，そ
こから治安の大幅な改善と経済統合の効果（帝国の平和）が実現されれば，
収入曲線はさらにシフトしてφ3（○になる。その後，収入の効率化が回ら
れるようになれば,領域は縮小される（っまり愚になる）可能性も出てくる。
－335－
　これに対して，隆盛から衰退へはどのようにして辿るのであろうか。例
えばローマ帝国はさまざまな人々に関心をもたれ，その盛衰について社会
経済ならびに政治的要因からさまざまな原因があげられ，論争の材料とな
ってきたのであるが，ローマ帝国に限らず，世界各地に勃興した帝国と称
される広域国家の盛衰には，ある種の共通点がみられるように思われる12)。
対象となる広域国家とはたんに領土の広域性のみならず時間的にも継続し
た統治が実現されている国家のことである。一般的に領土の拡大が止まり
領土が確定するとともに，帝国内の経済的発展が進行し成熟化していく。
帝国の平和と呼ばれる状態の産物である。経済発展とともに社会的にも複
雑化し，さまざまな側面で制度の修正，変更という調整が迫られる。その
調整過程のなかにあっても，国家の継続性を脅かす要因が内部と外部に生
まれ，蓄積化していく。そして調整が困難となるところで，衰退が始まる
ことになる13)。
　帝国の統治を統治・監視費用の点からみれば，経済的余剰が各階層に
(その所得分配の格差はあっても)分配され，とりわけ，臣下となる中間支配
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階層（官僚層，貴族・豪族,有力地主・商人など）が取得する余剰分（所得）
が機会のうえでも大きくなる事実は見逃せない。既存の経済基盤（荘園，
土地，商業）に加え，新規の土地開発，事業参加などで免税などの特権を
駆使して所得を拡大させるとともに，統治の一環として徴税業務において
も，経済の拡大化は中間支配層に経済的余剰を合法的にもまた不正手段に
よっても取得する機会を潜在的に高めるのである。
　さらに，帝国の平和とそれによる経済拡大は人口の増加というマクロ的
な現象を伴うものであり，当初は人口と経済基盤（土地，資本）がバラン
スをとっていても，じきに人口の成長が凌駕するようになり，ある段階で
生産者（農民）において人口成長を抑制させるに足りる所得水準にいたり
つき，経済拡大は停止し人口も高止まりになって，一種の定常状態が生み
出される。この状態へ至りつくまで，中間支配層による積極的な開発と囲
い込み（または土地・財物の寄進と免税の付与）が進行して帝国全体の租税基
盤が潜在的に侵食され，また付随して不正取得機会の高まりは監視費用を
上昇させることになる。
　一般に人口の成長とともに経済が成長しているとき，収益拡大の機会は
決して各階層均等ではなく，事業参入の機会が特権的に有利な地位にある
中間支配層が実質的にその収益拡大の多くをえる。もちろん，生産の基盤
となる生産者は経済成長の実質を担うわけであり，生産物（成果）の拡大
を生み出すのであるが，生産性の上昇が限定的であるならば，人口の増加
は必ずしも生産者階層の所得水準を大きく上昇させるわけでなく，人口の
増加が実質的に経済成長を決定する要因となる。しかし，全体としての付
加価値（収益）の拡大は実現するわけであり，一部は租税の形で，一部は
地代・利子の形で中間支配階層が有利にそれらを獲得するのである。
　この成長時期に中間支配層への余剰分か相対的に増えて，国家への租税
による吸収分は比較劣位になる傾向が出てくる。これは，所得の把握が網
羅的にモニターできない時代においては，有効な租税徴収の形態が土地に
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対して推定された所得額に対する課税に基本的に負っていたためであり，
この形態は課税所得額が慣行となって固定化しやすく，経済成長の実質を
追うように算定されにくい。中間支配層が実収を過小に申告するという性
質と同じことが，生産者階層にも生じるはずであり，二重の意味で国家は
租税徴収に対して効率を落としてしまう。
　これらは(15)式で表現された租税基盤である純生産物ｚへの侵食を意
味するだけでなく，不正発見の確率の低下を意味し，単位領域の収入曲線
は図７のように右方にシフトしてくる。当初の経済発展による生産物の上
昇は，収入曲線を上方にシフトさせるが，次第に租税基盤が中間支配階層
により侵食されて停滞ないし下方へのシフトを余儀なくされ，さらに不正
取得の発見が困難になるにつれ右方ヘシフトするということになり，国王
に帰属する収益分は高い監視費用にもかかわらず相対的に少ないものとな
る。収益の低下は，先の節で展開したように，固定貢納型そして分権型へ
と統治体制を変質化させる道筋をつけることになる。さらに気候の変動な
どは，それが持続的・構造的な変化を伴う場合は，過剰人口に継続的な圧
力を加えることを意味し，生産物の不作は留保率９に影響を与え，その
上昇をもたらして，財政面での統治体制の脆弱化をもたらすのである。
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　これらは，内在的側面において経済拡大が人口の増加とともに，確かに
政府への収入の増加をもたらすのであるが，統治という側面から同様に増
加してくる管理・監視費用に対して，中間支配層への特権の付与や管理に
対する動機付け‥モラル低下の面から収入面の増加が伸び悩んでしまう傾
向があることを示唆している。収入曲線は確かに帝国の平和とともに上方
にシフトするのである。しかし，そのシフトは監視費用に比べて右方にも
シフトするという相対的な伸び悩みを伴うものとなりがちである。その一
方で社会が複雑化し，種々の問題を引き起こすとともに官僚機構や軍隊は
不可逆的に膨張する傾向にあり，政府の支出は収入のバランスを越えて伸
びていきがちである。財政問題の解決の困難さ（または先送り）が国内に
さまざまな政治的問題を投げかける14）。これが衰退への内的要因としてあ
げられる部分である。
　他方で，外部的要因として領域（国境）を侵犯する外的脅威（蛮族の侵
攻）があげられる。国境の画定とともに領域の拡大から防御へと政策は変
化してくるが，防御のための軍事力の維持は，治安の論理と同じくそれが
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効率的に能力を発揮している限り，極端な財政負担とはならない。しかし，
内乱に象徴されるような国内における防御体制の動揺や，強力な侵入者の
登場による余分の軍事負担は，財政収支を一時的であれ破綻の危機に陥ら
せる。その財政回復のための措置は，増税という手段に訴えるしかなく，
帝国を支える生産者への負担超過という形で圧迫要因となる。それは潜在
的に生産者の生産維持能力を減少させ，生産留保率の低下を引き起こす確
率を高めるのである。これは，累積して衰退への内在的要因を強化してし
まうことになる。
　さらに崩壊へのプッシュ要因となるのは，外的な侵大昔が帝国内部まで
侵攻し，国内を破壊することであり，実質的にも帝国の領域の縮小を余儀
なくされることである。これは，領域的にも租税基盤を削減することであ
り，内部の面では第５節で述べたように，急激な治安の低下をもたらして，
生産者の生産続行を困難にしていき，生産留保率の低下を引き超こす。究
極には社会不安を煽って，大動乱が発生することにもなる15）。当然このよ
うな状況の下では，国王（政府）の収益は低下を余儀なくされ，軍事力維
持への負担能力は低下していく。さらに，実質的に統治の側面において分
権化が進行している場合は，財政基盤に裏付けられた強力な中央常備軍の
維持が困難になってくる。効率的な防御能力の実効化か物理的にも困難に
なってくるのである。
　基本単位となる領域を統一的に統治する体制が，管理・監視費用の点か
ら維持できなくなるにしたがって中央集権体制は事実上崩壊し，基本単位
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を幾つか統合した分権化システムによる部分統治体制が再整理の上で出現
することになる。もちろん，その崩壊は収入と費用の対比から直接引き起
こされるのではなく，費用の超過は崩壊の潜在的可能性を高めていく状態
を表している。崩壊は，外部的な侵攻や内部の政治的混乱または気候の変
動などのショックによって引き起こされるというべきであろう。ひとたび，
中央集権体制が崩れれば，効果的な防御体制は実現できなくなるであろう
し，国内の治安維持の効率的実現が妨げられてしまう。分裂した国家間の
競争（闘争）が再現し，強力な統合者が現れない限り，再統合への道筋は
自然には現れてこないのである。
　7.結論
　国家（帝国）がその周辺を統合し，その広域の領土に支配権を確立する
とき，さまざまな問題を抱え込むことになる。本来，自律して存在する傾
向にある各領域を統一して支配する体制を維持するには，支配の代行を効
率的に継続させるシステムが堅持されていなければならないのであり，出
発点から管理者・代理人の問題が組み込まれているからである。そして，
歴史が示していることは，この問題が財政問題の悪化という形で現れてい
たことであり，長期のレペルでは解決されえなかったことである。
　代理人を介して収入を確保するという体制は，監視費用との兼合いから
横領という問題を内在的に抱え込んでおり，経済発展を契機にした社会の
複雑化に対応できずに収入が伸び悩む傾向にある。他方で，支出の方は官
僚制の進展とともに硬直化し，構造的に増加する。財政の構造的悪化とい
う問題は容易に解決ができず，増税と中間支配層の収奪という形になって，
生産基盤の脆弱化を長期的に進行させてしまう。これが統合を果たしてい
る力を弱め，本来有している各領域の自律性を表面化させてしまう。本稿
で述べた，中央集権型システムが崩れ，分権型に移行するということであ
り，統合の期間以上に分裂の期間の方が長いという観測に結びつく。
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　それでは，分権型とはどういうシステムであろうか。本稿はこれを分析
の対象としえなかったのであるが，第３節から推測できるように，何らか
の統合を果たそうとする有力者が現れても，他者とは利益が相反し，それ
に抗する形で結託が形成されやすい。つまり，分権型では国王が存在して
も，臣下（地方領主）が多数であれば，王権を抑制するように結託が図ら
れやすいのであり，分権的構造は継続・維持される傾向にある。分権型が
崩壊するのは，構成員（地方領主）の相互牽制のバランス構造を破壊する
何かが生まれたときである。それは相対的に大きな強制的権力（軍事カ）
を実現した有力者または地方領主が出現したときであり，そのきっかけは
相互の牽制作用が働きにくい辺境地域の領主であったり，外部の脅威のな
かで軍事的な代理人を選ぶのに構成員（領主層）が合意したときなどであ
る。実際，歴史は数多くそのことを例示している。
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微分すると次が得られる。
収益関数Uk = tq{しy){こ(糾巴)十(叩(ｘ＊油＊)－1)ｘ＊}－(/z＊十幻＝＝
tq{t,s)H{t,e)-{h*十幻を５に関し偏微分し，一階の条件をもとめ
るとパ(∂q/ds)H{t,Eヽ)－１＝Ｏとなる。これをさらに凪ε)に関し
て全微分してまとめると，次になる。
となる。（ａ）の分母は仮定により負となり，分子は第１項が上の結果
から正であり，第２項も正であるので，（ａ）の符号は正となる。
－343－
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－345－
－346－
